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１．はじめに 

 

近年，外航船社の吸収合併，協調配船，アライア

ンスの形成が進んでおり，これを背景としてコンテ

ナ船の大型化が進んでいる．MAERSK SEALAND 社

を始めとする大手船社は既に 10000TEU 以上の超大

型コンテナ船（メガシップ）の導入を検討している．

技術的にはメガシップの建造は可能であり，建造に

積極的な造船会社も少なくない． 

メガシップの導入には航路ネットワークの再編を

伴い，アジア欧州航路ならびにアジア北米航路等の

基幹航路におけるアジア地域の本船寄港地は，現在

よりも少数になると予想される．欧州－アジア－北

米の基幹航路において今後メガシップが主流となる

か，ポストパナマックス船で落ち着くのか，どちら

になるのかが港湾計画者のみならず海運関係者全体

の関心事である．最近はターミナルオペレータの積

極的なネットワーク形成や，船社による独自のター

ミナル建設が数多く行われており，航路ネットワー

クは海運市場全体ではなく各船社（アライアンス）

により独自に形成される傾向がより強くなっている．

本研究では個別船社の過去の財務状況と大型船の空

くの導入経緯との関連を，主に有価証券報告書およ

び営業報告書から得られる情報を基に考察すること

を目的とする． 

 

２．メガシップ導入に関する従来研究 

 

Ashar (2002)はパナマ運河の拡張を条件として，

15000TEU 船による世界一周航路の有用性を主張し

ている．シャトル型サービスの端部における積載率

の低下に着目して，世界一周航路の優位性を検討し

ているが，世界一周航路においても地域間により需

要の多寡があり，劇的に効率的な運用が可能とは考

え難い．ただ，造船における効率性やネットワーク

形状を考慮して 15000TEU が最適であるとの結論を

得ている点は注目に値する． 

 UN/ESCAP (2001)は 12000TEU 船を当面の最大級

の船舶と位置づけ，2011 年時点を対象として世界の

船型構成の予測を行っている．２通りの予測を行っ

ており，基本ケースでは 6000TEU 以上の船舶が 470

隻就航するうち，10000TEU 以上の船舶が 30 隻，大

型化が進展するケースでは同 490 隻のうち 130 隻と

の結果を得ている．いずれのケースにおいても，基

幹航路における主力は 4000TEU から 6000TEU の船

舶となっているが，メガシップの就航可能性につい

ては否定的ではない． 

Wijnolst et al. (2000)は船舶サイズが 18,154TEU の

Malacca-max 型コンテナ船を想定して，経済性の評

価を行っている．2010 年においてはアジアから欧州

へのコンテナ貨物が 144,000TEU/週（2000 年の約 1.6

倍）となった場合，幹線部分をすべて Malacca -max

型船で輸送すると，頻度は週 10 便となり，荷主の要

求に応え得るレベルであるとしている．スロット当

たりの費用は現状最大のコンテナ船である Maersk 

S-classと比較して約 15%低減できると試算している．

Malacca-max 型船を導入すると，港湾における荷役

時間が増大するため，各港湾間の輸送時間を現在の

平均並にするためには，運航形態としてはハブ＆ス

ポーク型ネットワークの導入が必要となる．しかし
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ネットワーク形態をハブ＆スポーク型とするとトラ

ンシップ貨物が大幅に増大し，現状よりも費用が増

大するため，効率化が不可欠であるとしている． 

以上の研究はいずれも具体的な需要や費用構造を

考慮して効率性を検討したものだが，個別船社の戦

略やシェアなどは考慮されていない．ポストパナマ

ックス船の登場以降の各船社における船舶大型化へ

の姿勢は様々であり，今後も各船社それぞれの戦略

で船舶大型化が進められるため，個別船社に着目し

たより詳細な分析が必要である． 

 

３．本研究の考え方 

 

 メガシップ導入には膨大な資金が必要となり，中

小船社が導入することは困難であるため，ポストパ

ナマックス船を運航している船社のみが対象となる．

まず主要船社の財務状態と船舶大型化の関連を概観

した上で詳細な分析を進めるが，そこでは容易に時

系列の財務データが入手可能な邦船３社を対象とす

る．特に経営の多角化と船舶大型化との関連に着目

して考察を行う． 

 

４．世界の主要船社の財務状況と船舶大型化の関連 

 

 現在 5000TEU 以上の船舶を運航している各船社

における，1994 年から 2002 年にかけての最大船型

の推移を図－１に示す．1994 年はパナマックス船全

盛の時期であり，2002 年は船舶大型化が一段落した

時期であるため，船社間において大きな差はないが，

1998 年は船社間の差が顕著である．各船社における

船舶大型化の経緯から，先発型，漸進型，後発型に

分類し，図中ではそれぞれ上中下段に配置してある．

各年次間において最大船型を 500TEU 以上大型化さ

せたかどうかを基準とした．現在は後発型の船社が

最大船型の上位を占めており，大型化をリードして

いる．市場全体では徐々に大型化が進んでおり，各

時期においてそれぞれ異なる船社が更なる大型の船

舶を導入している．船舶の大型化には莫大な資金が

必要であり，その源泉は過去あるいは将来の利益で

ある．各船社の当期純利益の推移を表－１に示す．

そのまま将来の投資の源泉とすることも可能であり，

船舶の大型化の時期と関連があると推測されるが，

明確な相関はない．先発型船社における 1994 年から

1998 年にかけて，および後発型船社の 1998 年から

2001 年にかけての期間は，邦船社を例外として当期

純利益が他の期間と比較して大きく変動している． 

 以上の議論とは因果関係が逆だが，船舶の大型化

を企業活動の多角化の一種と考えると，多角化によ

り業績が変動したと考えることができる．青木ら

(1985)は多角化が業績に与える影響はその企業全体

の多角化の状況に依存するとしており，海運業も例

外ではないことが吉田(1997)によって確認されてい

る．各船社の多角化の状況について更なる分析が必

要となる． 

 

５．邦船３社の財務状況と船舶大型化の関連 

 

（１）経営指標の比較 

 前章の船舶の大型化に関する分類において，邦船

３社はそれぞれ異なる型に分類された．従って本章
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図－１ 主要船社の最大船型の推移 

 

表－１ 主要船社の当期純利益の推移 

 93 94 95 96 97 98 99 00 01
Hanjin 0 4 3 0 -1 1 1 -2 -2
Maersk 0 2 5 4 4 4 1 1 0
NYK 1 0 0 1 1 1 1 3 2
Evergreen 9 9 10 10 2 2 2 2 3
Hyundai 2 1 0 1 3 -6 -6
MOL -1 -1 1 1 1 1 1 1 1
NOL 3 4 2 1 -19 -7 -2 4 -1
OOCL 10 4 4 6 1 0 3 5 3
CMA CGM 2 1 1 3 2 5 1
K Line 0 -1 1 1 0 0 1 0 1
P&ON -2 0 -1 3 0
Yangming 4 5 6 6 4 2 4 2 -1

 



では邦船３社に注目して考察を進める． 

 各船社における営業利益率の推移を図－２に示す．

前章では当期純利益を用いたが，邦船３社の当期純

利益はこの時期いずれも低い水準で非常に安定的な

ため，営業利益率を比較する．NYK と MO の比較で

は，NYK の方が MO よりも 2000 年の営業利益率の

ピークに向けて２年程度早く上昇している．2000 年

における営業利益率は，K L は他の２社と比較して

低い水準にとどまっている．この年はまだ K L の船

舶大型化は本格化していない．船舶の大型化を先行

させるほど，営業利益率が高くなる傾向がある． 

 各船社における従業者数の推移を図－３に示す．

合併による増加を除けば，従業者数はほぼ一貫して

減少している．対照的に各船社とも船舶の大型化と

ともに総船腹量，売上高ともに増加させており，労

働生産性は上昇を続けている．しかしながら船舶の

大型化との関連は明確ではない． 

 各船社グループにおける海運業の売上比率を図－

４に示す．NYK と KLは比較的近い比率となってい

る．MO は他２社より高い水準にあるが，その値は

低下傾向にあり，多角化を進展させていることが伺

える．船舶の大型化を多角化の一種であるとすると，

大型化を漸進させていることも企業活動の多角化と

関連づけて考えられる． 

 各船社における定期船部門の売上比率を図－５に

示す．定期船部門の売上比率は NYK が最も低く，

また下降を続けている．MO は NYK と同様の傾向に

あり，営業利益率と同様２年程度遅れて追随してい

る．KL は 1997 年までは NYK と同様の挙動をして

いるが，その後は上昇に転じており，現在は他２社

よりも 10%程度高い水準にある．以上より，定期船

部門の売上比率は営業利益率と関連があると推察で

きる．定期船部門の売上比率は海運部門内における

多角化を表す指標でもあり，NYK が最も多角化を進

展させていることになる．多角化を進展に伴い，相

対的な業績が上昇するものと考えられる． 

 

（２）船社の多角化 

各船社における海運業の構成比率の推移を図－６

～８に示す．これらを用い，各船社の多角化の状況

を考察する．企業活動の多角化の分類に関する研究

は Rumelt (1974)が端緒であるが，これは主に製造業
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図－２ 各船社における営業利益率の推移 
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図－３ 各船社における従業者数の推移 
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図－４ 各船社グループにおける海運業の売上比率 

 

30%

40%

50%

60%

1990 1995 2000

NYK
MO
KL

年
 

図－５ 各船社における定期船部門の売上比率 



を対象とした手法である．交通企業の分類手法とし

て吉田(1997)がその改良を行っているが，海運業内

部の詳細な扱いについては課題となっていた．ここ

では図に示す４部門間の関係を定義した上で，多角

化の分類を行う． 

各船社とも概ね定期船部門が最大の構成比となっ

ているため，定期船部門を本業とする．不定期専用

船市場は短期的には定期船と異なる市場だが，コン

テナ化の進展とともに中長期的には徐々に定期船へ

と貨物がシフトしている．従って不定期専用船部門

を本業の関連集約部門とする．油槽船部門は定期船

部門とはその市場が異なるため，本業の非関連部門

とする．その他部門は主に倉庫や物流関連業務であ

るため，本業の垂直部門とする． 

各船社各年次においても，本業部門比率 0.7 以下，

本業部門と垂直部門の比率の和が 0.7 以下，本業部

門と関連集約部門の比率の和が 0.7 以上となってお

り，すべて関連集約型多角化となる．この閾値の 0.7

は，当時の実証を基に設定されたものであり，現在

も有用である保証はない．本業部門と関連集約部門

の和に関する閾値が 0.8 だと仮定すると，NYK と

MO 関連集約型から非関連型に変化していくのに対

して，K L は常に関連集約型となる．多角化をより

進展させている船社が船舶の大型化にも積極的であ

ることが伺える． 

 

６．結論 

 

 世界の主要船社における船舶大型化の経緯と財務

状況の推移から，船舶の大型化と企業活動の多角化

の関連が推察できた．更に邦船３社について多角化

の状況を考察することにより，多角化の進展と船舶

大型化が密接に関連していることを確認した． 
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図－６ 各船社における海運業の構成（NYK） 
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図－７ 各船社における海運業の構成（MO） 
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図－８ 各船社における海運業の構成（KL） 

 

 


